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1989 年のデンマークの登録パートナーシップ法制定から 1990 年代には北
欧を中心として登録パートナーシップが導入され、フランスとベルギーで
のパートナーシップ契約が登場し、婚姻以外の立法モデルが出そろった。
























より設置された委員会が 2012 年 12 月に登録パートナーシップ法草案の作














同性カップルの扱いに関するヨーロッパ司法裁判所 2008 年 4 月 1 日マル







シャルクとコプフ対オーストリア事件のヨーロッパ人権裁判所 2010 年 6
月 24 日判決 (Application no. 30141/04) と、その被告であったオースト
リアにおけるその後の憲法裁判所の判例を紹介することで、その一端を示
したい。
以下では、まず関連する規定としてヨーロッパ人権条約 12 条、8 条と












74 号 (2012) 258頁以下を参照。
( 2 ) アメリカ合衆国については、鈴木・前掲 288頁以下、井樋三枝子「アメリ
カの州における同性婚法制定の動向」外国の立法 250 号 (2011) 5頁以下を
参照。
( 3 ) Thailand : Unterstützung für Homoehe light. [online] Queer. de, 2013
[retrieved on 2013-04-11]. Retrieved from the Internet : <URL : http :
//www.queer.de/detail. php? article_id=18529>, Thailand : Eingetragene
Partnerschaft für Lesben und Schwulein Diskussion, [online] Think outside
your box, 2013 [retrieved on 2013-04-11]. Retrieved from the Internet :
<URL : http : //www.thinkoutsideyourbox.net/?p=29261>.
( 4 ) Taiwan gay couple drop marriage case. [online] AFP, 2013[retrieved on
2013-04-11]. Retrieved from the Internet : <URL : http : //www.google.
com/hostednews/afp/article/ALeqM5j9qnZKgF8DYxhNza7H9UfZut-dLA?
docId=CNG. f0d987f9c83630a91c5cb780f29fca7c.411>.
( 5 ) 渡邉泰彦「ドイツ同性登録パートナーシップをめぐる連邦憲法裁判所判決
――家族手当と遺族年金について――」産大法学 43 巻 3・4 号 (2010) 409
頁以下、同「ドイツ同性登録パートナーシップをめぐる裁判例 ――退職年
金と相続税について」産大法学 45 巻 3・4 号 (2012) 111頁以下。43 巻 3・
4 号で、2009 年 7 月 7 日判決としているのは、決定の誤りである。45 巻 3・
4 号では、マルコ事件とドイツ連邦憲法裁判所 2010 年 7 月 21 日決定を紹介
しているが、その間に、前掲 43 巻 3・4 号に紹介した連邦憲法裁判所 2009
年 7 月 7 日決定を入れて流れを俯瞰する必要がある (概略については、渡
邉・前掲 比較法研究 272頁を参照)。
Ⅰ 関連する規定
































2 ヨーロッパ人権条約 8条との関連における 14 条























































約 8条に関連する 14 条違反が認められた
(21)
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2000 年に公布された、欧州連合基本権憲章 (Charter of Fundamental






















( 6 ) Case of C. and L. M. v. the United Kingdom, Decision of 9 October 1989. 則
武立樹「欧州人権裁判所における性的マイノリティ事例の現状と課題」阪大
法学 61 巻 6 号 (2012) 137頁、141頁以下を参照。




( 8 ) 則武・前掲 142頁。
( 9 ) 建石・前掲 309頁、則武・前掲 144頁。
(10) 建石・前掲 305頁以下。性同一性障害に関するヨーロッパ人権裁判所の判
例の流れについては、同 309頁以下を参照。
(11) Case of Dudgeon v. the United Kingdom, judgment of 22 October 1981,
Series A no. 45 ; Case of Norris v. Ireland, judgment of 26 October 1988, Series
57(44)
A no. 142 ; Case of Modinos v. Cyprus, Judgment 22 April 1993, Series A, no.
259.
(12) Case of Smith and Grady v. The United Kingdom, Judgment 27. September







(15) See Case of Schalk and Kopf v. Austria, Judgment 24 June 2010 (Applica-
tion no. 30141/04), para. 89.
(16) Case of Salgueiro da Silva v. Portugal, Judgment 21 December 1999,
Reports of Judgments and Decisions 1999-IX. 齊藤笑美子「親権付与と権利
の平等享有 ――ダ・シウヴァ対ポルトガル」前掲『判例解説』196頁。
(17) 齊藤・前掲『判例解説』197頁。
(18) Case of L. and V. v. Austria, Judgment 9 January 2003, Reports of
Judgments and Decisions 2003-I. 谷口洋幸「性行為合意年齢の差異 ―― L
および V対オーストリア」前掲『判例解説』14頁。
(19) Case of Karner v. Austria, Judgment 24 July 2003, Reports of Judgments
and Decisions 2003-IX.
渡邉泰彦「ヨーロッパにおける同性カップルの法的保護」東北学院大学論
集・法律学 63 号 (2004) 12 頁以下、齊藤笑美子「同性カップルの居住権
――カルナー対オーストリア」前掲『判例解説』154頁。
(20) Case of E. B. v. France, Judgement 22 January 2008 (App. No. 43546/02).
http : //hudoc.echr. coe. int/sites/eng/pages/search.aspx?i=001-84571





(23) 山口和人訳「欧州連合基本権憲章逐条解説」外国の立法 211 号 (2002) 21
頁、24頁。
(24) EU network of independent experts on fundamental rights, Commentary of
the charter of fundamental rights of the European Union, http : //ec. europa.
eu/justice/fundamental-rights/files/networkcommentaryfinal_en.pdf
(25) ibid. p. 102.
58 (43)
Ⅱ シャルクとコプフ対オーストリア事件
1 オーストリア憲法裁判所 2003 年 12 月 12 日判決
1 ) 事実関係
X1 (1960 年生まれ) と X2 (1962 年生まれ)(以下、Xとする) は同性
カップルである。2002 年 9 月に、ウィーン・オッタリンク身分登録所に、











































2 ヨーロッパ人権裁判所 2010 年 6 月 24 日判決
1 ) 判決までの経緯
Xは、2004 年 8 月 5 日に、婚姻を行う権利、またはその関係を他の方
法で法的に承認させる権利を妨げられているとして、ヨーロッパ人権裁判
所に訴えを提起した。イギリスが、第三者 (the third party intervener)
として訴訟に参加した。
判決が下される前の 2010 年 1 月 1 日から、オーストリアでは登録パー
トナーシップ法が施行され同性カップルを法的に承認する道が開かれた。
そのため、被告であるオーストリア政府は、事件が解決されているとして、








いことを全員一致で、同 8 条との関連における 14 条に違反していないこ
とを 4対 3で確定し、Xの訴えを棄却した。













































継続を認めないイギリス法に対して、2006 年 11 月 28 日パリー対イング
ランド事件決定
(29)
、2006 年 11 月 28 日 Rと F対イングランド事件決定
(30)
は、
















として、同条約の他の規定では、「すべての者は (everyone, no one)」と


























































a ) 申立人 X1, 2 の主張






































































































方に含まれ、条約 14 条が適用されることになる。(para. 95)




























次に、現在では 2010 年 1 月 1 日に施行された登録パートナーシップ法
が制定されているから、本件において、もし法的承認が認められない状況
が継続してれば条約 14 条違反となるのかという点ではなく、オーストリ
ア政府が婚姻に代わる法的承認の可能性を 2010 年 1 月 1 日より前に認め
なければならなかったのかという点を検討した。(para. 102〜104)




















が条約 8 条との関連における 14 条違反であるとする、ラザキス判事、
シュピールマン判事、イエベンス判事による反対意見が付された。
まず、条約 8 条の解釈について、本判決が同性カップルも「家族生活」











要とする (para. 97) ならば、被告の政府がこの関連でもっぱらその裁量
の余地のみをあてにして (para. 80) 扱いの差異を正当化する論拠を提出

















(1) ウィーン条約 31 条及び 32 条によるヨーロッパ条約 12 条の解釈
条約 12 条のみを読めば、「2 人の男性、2 人の女性の間の婚姻を除外し








への権利を有するとしか理解できないとする。また、同条約 31 条 3 項
(b) にいう「条約の適用につき、後に生じた慣行を」考慮するとしても、
同性婚は、そのような慣行とは見なされないと述べる。













































































(27) 民法 44 条「家族関係は、婚姻契約によって設定される。婚姻契約におい
て、異性の 2人の者は、法に従い、離れることのない共同体において生活し、
子をつくり、その子を育てる、及び相互に扶助する意思を宣言する。」
(28) Case of Cossey v. the United Kingdom, Judgment 27 September 1990,
Series A no. 184, para. 46. この判決は、性同一性障がい者の出生届における
性別記載を変更する義務を否定した事案である。その後にヨーロッパ人権裁
判所で下されたグッドウィン事件の判決による判例変更ついて、オーストリ
ア憲法裁判所 2003 年 12 月 12 日判決は、同判決で扱う一般問題が変化した
とはいえないとして、判断要素には入れていない。
グッドウィン事件については、建石・前掲 (注 7) 参照。
(29) Case of Parry v. the United Kingdom, Decision 28 November 2006
(Application no. 42971/05), ECHR 2006-XV <URL : http : //hudoc.echr. coe.
int/sites/eng/pages/search.aspx?i=002-3055>.
(30) Case of R. and F. v. the United Kingdom, Decision 28 November 2006,




た (para. 27, 58)。2013 年 3 月現在では、これにアイスランド、デンマーク
が加わり、さらにイギリス、フランスも加わる。
(32) Case of Christine Goodwin v. The United Kingdom, Para. 100.
(33) 前述「Ⅰ 関連する規定 3 欧州連合基本権憲章 9条」に引用の部分を参
照。
(34) 後述「Ⅲ オーストリア憲法裁判所 3 登録パートナーシップ登録の管轄」
を参照。
(35) Case of Courten v. the United Kingdom, Judgment 4 November 2008




(37) カルナー事件では、条約 8条との関連における 14 条違反が認められたが、
8 条の「住居」の問題として考えられ、「私生活」または「家族生活」の定
義は必要ないとされた。参照、齊藤・前掲『判例解説』155頁。
(38) ウィーン条約 31 条 1項「条約は、文脈によりかつその趣旨及び目的に照
らして与えられる用語の通常の意味に従い、誠実に解釈するものとする。」
(39) この点について、Johnston and Others v. Ireland, 18 December 1986, §
74 (27)
53, Series A no. 112 を引用する。
(40) 山口・前掲、24頁。





(43) Bea Verscharaegen, The Right to Private and Family Life, the Right to
Marry and to Found a Family, and the prohibition of Discrimination, in :
Katharina Boele-Woelki and Angelika Fuchs (eds), Legal Recognition of
























男女である上告人 X1 と X2 (以下 Xとする) は、数年にわたり生活共










この回答に対して、X1 と X2 は、男女カップルであることを理由に官
庁が棄却することは許されず、適用される法的基礎を憲法に適合して解釈
しなければならないとして抗告した。






















































(1) ヨーロッパ人権条約 14 条違反について
a ) 家族生活の保護
本判決は、Xの非婚の生活共同体もヨーロッパ人権条約 8 条の家族生
活の保護に含まれ、条約 8 条との関連における 14 条が適用可能とする。
しかし、他の規定 (ここでは条約 12 条) と一致するように読むならば、
登録パートナーシップを創設する権利を保障するものではないと結論づけ
る。
シャルクとコプフ事件の判決理由 (para. 55, 62) から、条約 12 条は、
国家的な市民婚にのみ関係するものとする。そして、シャルクとコプフ事
件判決において、ヨーロッパ評議会加盟国の規定が様々であるから、同性




















えたと述べること (para. 108) を指摘する。
そして、オーストリアの立法機関により男女カップルに登録パートナー







(2) 国家基本法 2条、連邦憲法 7条違反について
国家基本法 (StGG) 2 条は「法律の前で、すべての国民は、平等であ


































パートナーシップでは氏 (Nachnamen) という概念が用いられる (身分

















































た。市当局は、2010 年 11 月 23 日回答で申立てを棄却した。
上告人の抗告を、シュタインマルク州政府首相は、2011 年 2 月 21 日回
答で、次の理由から認めなかった。
81(20)
まず、氏変更法旧 2 条 1項 7 号 aにより、登録パートナーシップ創設と
「ともに」氏変更の申立てをしなければならず、創設後に申し立てること
はできないとする。
次に、夫婦の二重氏に関する民法旧 93 条 2項
(59)
と異なり、ハイフンを氏













には、実質的な正当化がないとする。この区別は、氏変更法旧 2 条 1項 7




されない不平等扱いであると述べる。そして、氏変更法旧 2 条 1項 7 号 a
は、ヨーロッパ人権条約 14 条との関連における 8 条と憲法上の平等原則
に違反すると主張する。
これに対して、シュタインマルク州政府首相は、上告を理由のないもの
として棄却するよう申し立てた。それとともに、夫婦が民法旧 93 条 2項
により二重氏を称することと、登録パートナーシップの当事者が同条では
82 (19)















法旧 93 条 2項を適用しないのであって、登録パートナーがハイフンなし
で二重氏を称するという結論には至らず、許されないとする。立法機関が






















8 条との関連における 14 条を考慮して、性的指向によって区別される異
性間の婚姻と同性間の登録パートナーシップの間との異なる扱いには必要
である」と述べる。そして、重大な理由の存在には、オーストリア憲法裁









2012 年 12 月 12 日決定も同じく述べて、その判断の基礎としている)。
登録パートナーは氏変更法旧 3 条 2項 1 号 c) により事後的な氏の変更
が許されないのに対して、夫婦は同旧 3 条 2項 1 号 b
(63)

























政官庁 (Bezirksverwaltungsbehörde身分登録法 59 条 a 第 1項) が登録
パートナーシップ登録簿を扱い (同 3 条 2項)、すべての地区行政官庁の
もとで創設できる (同 46 条 2項 a)。ただし、登録の場所は、地区行政官
庁の執務室 (die Amtsräume) と特定されている (同 47 条 a 第 1項)。例
外として、刑罰執行法 (Strafvollzugsgesetz) 100 条が準用されることか






ナーシップが成立する (登録パートナーシップ法 6条 2項 1文、身分登録
法 26 条 a 第 1項、47 条 a 第 1項)。文書には、パートナーシップ希望者
の氏 (Nachnamen) と名 (Vornamen)、住所、出生登録の日と場所、登
録パートナーシップ創設に対するパートナーシップ希望者双方それぞれの
同意、登録パートナーシップ創設の日と場所が記載されなければならない
(身分登録法 47 条 a 第 2項
(69)
)。その文書に官印を添えて、当事者双方と身
分登録官が署名して成立する (登録パートナーシップ法 6条 2項 2文、身
分登録法 26 条 a 第 3項、同 47 条 a 第 3項)。
それに対して、婚姻締結では、管掌する身分登録官庁 (Personen-
standsbehörde) を身分登録官庁として理解し (身分登録法 59 条 2 項)、
身分登録官庁が婚姻簿を扱い (同 3 条)、婚姻がすべての身分登録官庁で
締結できる (同 46 条 2項)。挙式について、身分登録官庁は婚姻の意義に




肯定の後に、彼らが適法に結ばれた夫婦であることを言い渡す (同 47 条
2項)。そして、婚姻締結は、婚約者及び証人の出席において登録される
(beurkunden)(同 24 条 1項)。同 24 条 2項に掲げられた家族氏、婚姻意
思についての婚約者の宣言、身分登録官の言い渡し (Ausspruch) などの
事項が婚姻登録簿に登録されると、登録は、夫婦、証人、身分登録官に








オーストリア憲法裁判所 2012 年 10 月 9 日判決
(71)
では身分登録所ではなく




2 ) オーストリア憲法裁判所 2012 年 10 月 9 日判決
(1) 事実関係
この判決では、2 つの事件の上告について判断した。第 1 事件
(B121/11) は双方がオーストリア人である同性カップル (上告人) が
2010 年 4 月 26 日にシュタインマルク州シュタインホーフェン身分登録所
連合 (Standesamtsverband) において、第 2 事件 (B137/11) は一方が




























はならないとする。そして、オーストリア憲法裁判所 2011 年 9 月 22 日判

































録法 59 条、59 条 a) は、差別と認識することができないと述べる。
(4) 判決理由
同性カップルによる婚姻について、シャルクとコプフ事件判決とそ








シャルクとコプフ事件判決と同じ内容 (para. 108) を述べ、同性カップル
の承認に代替的な形式を認める場合に、国家は、「個々のすべての観点に
おいて婚姻に相応する地位を同性カップルに与える義務を負っておらず、
承認の代替的な形式と結びついた詳細な身分 (der Status) について、あ
る程度の余地が与えられている」と述べる。
オーストリア憲法裁判所の判例から、夫婦に予定する法律効果を異性の
者の結びつきに限定することは自由である (前記 2003 年 12 月 12 日判決)
ものの、婚姻とこの法律効果の間には事実関連性が必要であるとされる


















タイ人である。それぞれのカップルは、第 1 事件では 2010 年 4 月 6 日に、
89(12)
第 2 事件では 2010 年 2 月 21 日に、登録パートナーシップの締結
(Schließung) を申し立てるとともに、婚姻と同じように、地区行政官庁









47 条の登録パートナーシップへの類推適用は身分登録法 47 条 aと登録








































次に、身分登録官による言い渡し (身分登録法 47 条 2項) も、地区行
政官庁のもとでと定められている (同 47 条 a) 登録パートナーシップの
創設手続きに適用できないとする。
(4) 決定理由



















































































ビュー 24 号 (2012) 53頁以下に紹介されている。
(46) VfSlg. 19. 492/2011.








一 異性の 2人の者 (以下略)」








(50) Erläuterungen zur Regierungsvorlage 485 der Beilage 24. GP, Punkt 4.
(51) 法律効果、解消など個別の点での婚姻と登録パートナーシップの違いが平




(52) Erläuterungen zur Regierungsvorlage 485 der Beilage 24. GP, Punkt 3. 1. 2.
(53) Gitschthaler in Gitschthaler/Höllwerth, Ehe- und Partnerschaftsrecht
(2011) § 8 EPG Rz. 3.
(54) Gröger/Haller, EPG (2010), S. 35.
(55) 申立人が旧第 2 条第 1項第 7 号 aの場合において官庁による氏の変更に
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フ事件判決 (para. 109) は、家族生活の尊重にかかわる性的指向による差
別として、ヨーロッパ人権条約 8 条との関連における 14 条の問題となる
ことを示唆する。本稿で紹介したオーストリア憲法裁判所の判例も、一定
の範囲ではあるが、この方向に進んでいる。同様に登録パートナーシップ









いて、シャルクとコプフ事件判決 (para. 94) は、継続的な事実上のパー
トナーシップにおいて生活する同性カップルも、子と生活しているかに関
係なく、家族生活の概念のもとに入ると判断した。③と④の間の差異が正













ヨーロッパ人権条約 8 条との関連における 14 条の違反をめぐって争った
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